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1.2.  プログラム２：情報統合プログラム

［概要］

　情報統合プログラムはデータの作成、統合、公開を基軸として、主に大気圏・陸域の環境研究を推進す

る。取り扱うデータは衛星観測データ、地上観測データ、研究成果としての環境データである。本プログ

ラムに含まれる主要な研究テーマは、衛星データの補正・前処理、膨大な衛星データの効率の良い処理手

法の確立、衛星データと地上のデータ統合による環境モニタリング手法の開発、および衛星データからの

大気・陸域環境情報の抽出である。なお、本プログラムは CEReS としての各種データ公開（VL；計算

機データベース委員会業務）、共有システムの運用（CEReS Gaia）に密接に関係する。

　情報統合プログラムの短期および中期達成目標は以下の通りである。

［短期および中期の達成目標］

《短期目標》（２－３年）

・�静止気象衛星の全球での 10 年以上のデータセットの整備、校正、高次化を行い、それらのデータを公

開する（VL）。

・�静止気象衛星データを中心として、特に鉛直方向の計測・リトリーバルが可能な衛星データによる複合

解析を実施し、大気のシームレスモニタリングを試行する。

・�陸域ではグローバル樹木被覆率データセット、土地被覆データセット等、他の陸域環境研究に有益な

データセット作成を継続する。

・ 地理空間データ蓄積共有システム CEReS Gaia の基本システムを構築する。

《中期目標》（６年）

・�地球観測衛星データ、とくに主要な地球観測衛星データの集積、校正、高度化を実施し、大気圏のシー

ムレスモニタリングの長期化（気候解析）を実現する。

・�シームレスモニタリングで得られた知見を陸域プロダクト生成前段階（データ校正、大気補正等）に

フィードバックし、大気圏研究と陸域研究の相互連携を強化する。

・�地表環境に関連する世界の研究者が効率的に地理空間データを蓄積・共有するシステム CEReS Gaia 

を国際的に運用する。

・�情報統合プログラム、あるいは他のプログラム、共同利用・共同研究で得られたデータを公開し、統合

環境情報拠点の一つの完成形を目指す。

Program 2 : Integrated use of geoinformation
	 This program aims to promote atmospheric/terrestrial environmental studies based on integrated 
use of geoinformation including satellite remote sensing data, ground measurement data, and 
extracted environmental data. Main research subjects in this program are correction and preprocess-
ing of satellite data, efficient processing methods for a huge volume of satellite data, environmental 
monitoring method by integrating satellite data and ground data, and extraction of atmospheric / 
terrestrial environmental parameters. This program has close relationship with the operation of the 
data distribution and sharing systems of the whole CEReS.

<Short term targets> (2-3 years)
・�Archiving global data of geo-stationary meteorological satellites for more than 10 years, with 

validation, high-level analysis, and data publication.
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・�Feasibility study for the seamless monitoring of the atmosphere by means of comprehensive 
analysis of satellite data that enables the profile retrieval of atmospheric parameters.

・Production of advanced and highly precise datasets for global tree coverage and land coverage.
・�Development of a basic geoinformation system, “CEReS Gaia”, for efficient data accumulation and 

sharing.

<Middle term targets> (6 years)
・�Long-term climatology analysis is implemented by means of the seamless monitoring over more 

than 20 years, leading to the synergy of land and atmospheric studies and realization of the 
information center for the earth environment.

・�Long-term seamless monitoring of the atmosphere is employed for climatology study, through the 
high-level analysis of various earth-observing satellites, especially geo-synchronous meteorological 
satellites.

・�Invigorating the atmospheric and land-surface studies through the feedback of the knowledge from 
the seamless monitoring to the data pre-processing such as calibration and atmospheric correction 
prior to the land-coverage analysis.

	 The final goal of this program is the formation of the information center for the earth environment 
by disseminating the data obtained from this program and other CEReS programs. The international 
geospatial data sharing system, “CEReS Gaia”, will promote terrestrial environmental research by 
integrating existing data and research products through mutual comparison activities.

［研究内容と平成 25 年度の成果］

1.2.1.  衛星観測による、近年のゾド後の植生回復モニタリング（川上聖［理学研究科 M2・樋口篤志］）

　前年度の気候変動要素（極端低温現象の長期変動およびその原因解明）を踏まえ、市場経済化で牧畜

数が急速に増え、かつゾドに被害が拡大している 2000 年代の植生応答について、衛星観測データを用

いて解析を行った。特に 2009 － 2010 のゾド後の植生回復過程に着目した。使用したデータセットは

分光反射プロダクトである MOD/MYD09CMG および MOD/MYD09A1 である。MOD は Terra、MYD

は Aqua MODIS による観測を指し、CMG は解像度 0.05°の daily、09A1 は解像度 500 ｍで 8 日コンポ

ジットである。A1 は現地観測域を含むマンダルゴビ域での詳細解析、CMG はモンゴル全体での広域解

析に使用した。品質管理フラグを用いても一定のノイズが混じることを考慮に入れ、各ピクセルの同年の

時系列データより 85％タイル値（CMG）、および 95% タイル値（A1）を解析に用いた。解析対象期間

は 2009 － 2012 であり、この期間は 2009 － 2010 のゾドにより牧畜数が大幅に減少し、その後植生

が回復に向かうフェーズにあったことより、回復過程のモニタリングを通じ、どのような回復過程を経る

のか考察するためである。上述した処理を施した分光反射率データを用いて 2 種類の植生指標を計算し

た。各植生指標の計算式は以下の通りである。

　NDVI は植生量（バイオマス等）と関係性が高いことから光学 RS 初期より広く用いられた指標である。

一方 GRVI （Green-Red Vegetation Index）は近年着目された植生指標であり、赤と緑の分光反射を利

用する。紅葉モニタリングや植物季節に対し、NDVI より感度が高い特長を持つ。ここでは、NDVI をバ

NDVI = ( NIR     Red) / ( NIR  +  Red)
GRVI = ( Green     Red) / ( Green  +  Red) 
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イオマス等植物量そのものの指標、GRVI を植生状態（植生の活性度、種の多様性保持等）の指標として

扱った。GRVI と種の多様性との関連は、今年度実施した現地観測にて、劣化草地として単一種により被

覆が優占された状況を多く観察したこと、その状態を携帯型分光放射計で計測した際に、NDVI の変化よ

りも GRVI 変化が大きかったこと、等に基づいて採用した。

　植生の回復過程を分類する方法として、本研究は NDVI・GRVI による 2 次元空間（図 1.2.1.-1.）での

散布特性に着目した。2009 年を最も植生劣化した年、2012 年を植生回復状態の基準と仮定し、対象領

域内での上位 80% が含まれる値を NDVI、GRVI の閾値と設定し、閾値より 4 分類とした（表 1.2.1.-1.）。

ここで閾値を固定値とせず、相対値とした理由は広域での適応時に多様な土地被覆が含まれることによる

分類固定化を避けるためである。

図 1.2.1.-1．NDVI、GRVI 空間による植生回復分類の模式図

図 1.2.1.-2．�NDVI、GRVI 散布特性より得られたマンダルゴビ地域での植生状態分類。C1 は

表 1.2.1.-1. での分類 1、C2 は分類 2、C3 は分類 3、C4 は分類 4 にそれぞれ対

応する。MOD/MYD09A1 を利用。2010 年（左）、2011 年（右）。

 

表 1.2.1.-1．図 1.2.1.-1. で分類した結果が持つ意味

分類 1 NDVI・GRVI ともに低く植生の劣化状態

分類 2 緑化・多様性の回復、背丈低い

分類 3 バイオマスの増加、単一種・劣化植生

分類 4 NDVI・GRVI ともに高く植生が回復した状態
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　図 1.2.1.-2. に本研究で提案した手法による分類結果を示す。回復過程にあることから、年を追う毎に

分類 4 が増えていく様子が見て取れる。特に 2011 年の分布特性に着目すると、分類２は南部、分類３

は北部に多く分布し、南部はゴビステップであることを考えると、簡便な手法であるが妥当な結果が得ら

れていると考えられる。分類４の分布と地形図との関係を精査すると、分類４は丘の麓付近に沿って多く

分布していたことから、アクナテラム等水分条件の良いところに生育する植生種をモニタリングできた可

能性が高い。

　本手法をモンゴル全域に適応した。NDVI・GRVI の分類閾値を自動的に求めるために、1°内で閾値を

動的に求めるアルゴリズムを構築し、図 1.2.1.-2. と同様の分類を行った。図 1.2.1.-3. にモンゴル全域で

の結果（2009 － 2011 の回復過程）を示す。変化の少ない地域はマスクしてある。1°メッシュ内で閾値

を決めていることから不自然な結果が表れているところも見受けられるが、ウランバートル近郊等で劣化

状態が継続していること、モンゴル国内ではないが、中国内モンゴル地域で劣化状態にあること、等が検

出されており、本研究での分類方法が劣化植生、ならびに回復過程にある植生（バイオマスは回復してい

るが多様性は回復していない、あるいは多様性は回復したが、バイオマスとしては回復していない）の広

域モニタリングに有効であることを示した。

1.2.2.  地表環境研究のための地理空間データ蓄積共有システム CEReS Gaia の開発

　　　（建石隆太郎、近藤昭彦、ヨサファット・T・S・スマンティヨ）

　本研究は科学研究費補助金・基盤研究Ｓ「地表環境の総合理解を目指した地理空間データ蓄積共有シス

テムの構築」2010 － 2014 年度（課題番号：22220011）の助成を受けたものである。2013 年度は 5

年プロジェクトの 4 年目にあたり、2012 年度に完成・公開したシステム CEReS Gaia を改良した。ユー

ザーインターフェイスの改良以外に次の機能追加、準備を行った。

　・�災害時における CEReS 設置のスーパーユーザー用サーバーの機能停止に対応するため、京都大学に

スーパーユーザー用サーバーの退避サーバーを設置し、スーパーユーザー機能の一次移転を可能にした。

図 1.2.1.-3．�MOD/MYD09CMG より得られたモンゴル全域での 2009 － 2011 での植生回復過程分

類。S11 は 2009: 分類 1 → 2011: 分類 1、S12 は 2009: 分類 1 → 2011: 分類 2、S13

は 2009: 分類 1 → 2011: 分類 3、S14 は 2009: 分類 1 → 2011: 分類４への変化を示す。

それ以外の分類はマスク（白抜き）としている。
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　・�海外のサーバーとリンクしたクラスターシステム構築のため、インドネシア大学へのシステム導入の

準備をした。

　・英語表示が基本であるが、日本語表示を追加した。

　CEReS Gaia システムは http://gaia.cr.chiba-u.jp/portal/　からアクセス可能である。

1.2.3.  グローバル土地被覆データセットの作成

　　　（建石隆太郎、Nguyen Thanh Hoan、Bayan Alsaaideh［特任助教］、Gegentana［特任助教］）

　本研究は地球地図プロジェクトの一部であり、建石研究室ではグローバル土地被覆データセット、グ

ローバル樹木被覆率データセットの作成を担当している。2012 年度に完了したグローバル土地被覆デー

タ（GLCNMO2008 ＝ GLCNMO version 2, 図 1.2.3.-1.）および使用した 2008 年観測の MODIS データ、

グランドトルースデータを CEReS ホームページより公開した。

　http://www.cr.chiba-u.jp/~database-jp/wiki/wiki.cgi?page=GEOinfoDB_global

　（上記サイトの ［GG-10］ ［GG-11］ ［GG-12］ ［GG-13］）

　2013 年観測の MODIS データを用いたグローバル土地被覆データ（（GLCNMO2013 ＝ GLCNMO 

version 3）を作成するための MODIS データの前処理を完了した。このデータも CEReS ホームページ

（上記と同じサイト［GG-10］）より公開中である。

　表 1.2.3.-2. に新たに作成した GLCNMO2008 の精度と既に作成した GLCNMO2003 の精度を比較し

たものである。精度は 904 点の検証点から計算したものである。

図 1.2.2．地理空間データ蓄積共有システムシステム CEReS Gaia
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1.2.4.  SKYNET によるエアロゾルの光学特性の傾向と放射影響評価

　　　（高村民雄、カトリプラディープ）

　エアロゾル・雲に関する SKYNET データの内、CEReS が中心となって運営している千葉大学（千葉）、

福江島（長崎）、辺戸岬（沖縄）、宮古島（沖縄、気象研究所との協同）サイトにおける 2013 年 6 月ま

での観測データを用いてエアロゾルの光学的特性の変動とその放射効果についてまとめた。

（1）SKYNET サイトにおけるエアロゾルの光学パラメータの推定と長期データの解析

　スカイラジオメータによって観測された天空輝度分布データの解析には、千葉大学で開発した標準雲除

去アルゴリズムを利用し、「SKYRAD.pack」（Ver.4.2）で解析した。地上反射率は、MODIS による月平

均値を利用している。

　解析可能なデータを日平均し、さらにこれを月平均することによってそれぞれのパラメータを求めた。

ここでは、これらのデータをもとにその季節別変化について考察した。

図 1.2.3.-1．グローバル土地被覆図 GLCNMO2008 （version 2）

表 1.2.3.-2．Overall accuracy and area-weighted overall accuracy of

　　　　　　　 GLCNMO2008 （version 2） and GLCNMO2003 （version 1）

　
GLCNMO 2008

 （20 classes）

GLCNMO 2008

（8 aggregated 

classes）

GLCNMO 2003

 （20 classes）

GLCNMO 2003

（8 aggregated 

classes）

Overall accuracy 77.9% 91.4% 76.5% 87.0%

Overall accuracy

（Weighted by classified areas）
82.6% 92.5% 81.2% 86.1%

・�20 classes: Broadleaf Deciduous Forest, Needleleaf Evergreen Forest, Needleleaf Deciduous Forest, Mixed 

Forest,Tree Open, Shrub, Herbaceous, Herbaceous with Sparse Tree / Shrub, Sparse Vegetation, Cropland, 

Paddy field, Cropland /Other Vegetation Mosaic, Mangrove, Wetland, Bare area, consolidated （gravel, rock）, 

Bare area, unconsolidated （sand）, Urban, Snow / Ice, Water Bodies

・�8 aggregated classes: Forest, Other natural vegetation, Cropland, Wetland, Bare area/Sparse vegetation, 

Urban, Snow/ice, Water
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　ここで図示されていないが、月別の 500 nm におけるエアロゾルの光学的厚さ（AOT500）と光学的

厚さの波長依存性（ALPHA）の変動に一定の規則性があるように見える。これは季節による風系を主

体とする気候要素の違いが異なるエアロゾルの特徴を持つことを示すものと予想される。こうした観点

から季節別にまとめたものが、図 1.2.4.-1. （A）～（D）である。各サイトにおける AOT500、ALPHA、単

一散乱アルベド（SSA500）及びエアロゾルの 500 nm における吸収の光学的厚さ（AAOT500 ＝ AOT500

（1-SSA500））の季節別変動とその標準偏差をそれぞれ示す。サイトによって観測開始時期が異なってお

り、平均におけるサンプル数には違いがある。ここで ALPHA は、スカイラジオメータによる観測波長

の内 940 nm を除く、340 nm から 1,020 nm の 7 波長の値から求めたものである。

　図 1.2.4.-1. （A）（AOT500）及び（B）（ALPHA）を見ると、AOT500 は、冬と秋に小さくなり、春と夏

にやや高くなっている。春季の高濃度は、移動性高気圧による晴天とそれに伴う大陸起源の土壌性粒子が

想定されるが、ALPHA の相対的な小ささがこのことを支持している。また夏季の高濃度は、一般に太平

洋高気圧に覆われて南風の卓越する時季であり、海塩起源や高湿度に伴う粒子成長によるものが中心と予

想されている。これを AOT500 と ALPHA の相関でみると、千葉と辺戸岬、宮古島で対照的な傾向が見え

る。千葉地域では汚染源の近くでの高湿度化による小粒子の増加が予想され、一方辺戸岬や宮古島のもの

は、AOT500 は小さく ALPHA も比較的小さくなって海洋起源の粒子の相対的な増加を示していると考え

られる。福江島が千葉と辺戸岬の中間的な値を示すことが興味深い。冬季に千葉より福江島や辺戸岬の

AOT500 が大きく、夏季には逆の傾向を示すことは、福江島や辺戸岬周辺が汚染源の比較的少ない地域で

あることを考慮すると、注目に値する。ALPHA で見ると、全般に千葉地域が常に多めに出ており、都市

域でのエアロゾル発生源にある千葉での特徴を示していると言える。

　福江島、辺戸岬及び宮古島サイトは、前述のように、いずれも局地的な汚染源の比較的少ない場所にあ

るが、相互に AOT と ALPHA を比較するとかなり違いが見られる。特に夏季の違いが顕著で、福江島サ

イトの方が fine mode の粒子が卓越し、かつ濃度も濃い。これは極めて興味ある結果であり、輸送モデ

ル等による結果を含めて更に検討を要する。一方で、辺戸岬と宮古島は比較的類似の傾向を示している。

　エアロゾルの単一散乱アルベド SSA500 及び吸収を示す光学的厚さ AAOT500 の季節別変動を図 1.2.4.-

1. （C）、（D）に示す。全般に辺戸岬におけるエアロゾルの吸収性が弱いという結果を示している。一方、

福江島におけるエアロゾルの吸収性は、千葉のような都市サイトの値と比肩できる程度に高いことを示

図 1.2.4.-1．�千葉、福江島、辺戸岬及び宮古島における、（A）AOT（500nm）、（B）ALPHA、（C）

SSA、及び（D）AAOT の季節別変動

 

(A) (B) 

(C) (D) 
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しており、しかも、春季・夏季の AAOT500 は千葉より大きい。これは、図 1.2.4.-1. （A）、（B）の福江島

の AOT500 及び ALPHA の変化と対応させると一層興味深く、福江島の大気が、冬季・夏季とも大陸の

影響を受けている可能性を示唆している。これは、辺戸岬や宮古島の AAOT500 が他のサイトの値よりか

なり低いのと対照的である。季節別の SSA500 を見ると、辺戸岬の季節変動があまり顕著でないのに対し

て、千葉と福江島の季節変化はやや強い傾向がある。千葉の場合、冬季に低い SSA500（強い吸収性）と

なる傾向が顕著である。同様に福江島の場合、比較的低い SSA500 が夏季に見られるが、その標準偏差

もやや大きく、変動が激しいことを示している。季節ごとの AAOT500 を比較して見ると、春季・夏季の

AAOT500 が他の季節に比べて大きいが、これは元になる AOT500 が大きいことによる。福江島における

2008 － 2011 の春季のデータを用いて行われた研究によると、黄砂の飛来と同時に SSA500 が減る傾向

があり、このような現象は春季における比較的大きな AAOT500 に対応するものである。

（2）千葉、福江島、辺戸岬、宮古島サイトにおけるエアロゾルの放射効果

　上記エアロゾルの連続観測の解析結果をもとに、放射伝達モデルを用いて大気の上端（TOA）と下端

（Surface）での放射効果（エアロゾルのない大気に対する差、ここでは放射強制力と呼ぶ）を推定した。

大気（ATM）の吸収能は、TOA と Surface における放射強制力の差である。また、地面反射率（全波

長一定）及びオゾン量をそれぞれ 0.1 及び 300DU に固定し、中緯度夏大気モデルのパラメータを使い放

射伝達の計算を行った。放射強制力の評価では、こうした固定パラメータによる影響は相対的に軽微であ

る。

　エアロゾルの放射効果は主に AOT と SSA の値で決まる。一般的に、大気上端（TOA）と下端

（Surface）における放射効果は、AOT の絶対値に第一義的に依存する。AOT が増えると TOA と

Surface における強制力が増し、同じ AOT の下では SSA の減少（吸収性の増加）は、大気の吸収が増

加する分、Surface 及び TOA における強制力が下がる。極めて強い吸収の場合には、大気での吸収増加

につれて TOA で放射強制力が「正」になる可能性がある。

　Surface と TOA における放射強制力の月変動のパターンは、AOT500 の変動と良く似ており、前述の

ようにその絶対値が AOT に強く依存することに依る。光学的に薄い辺戸岬サイトでは、SSA も小さい

ことから大気における吸収量も小さい。図 1.2.4.-2. （A）及び（B）に、それぞれ Surface と大気におけ

る放射強制効果の季節変動を示す。エアロゾルの光学厚さが高い春季と低い冬季に対応して、地表面にお

けるエアロゾルによる冷却効果は春に強く、同時に大気の加熱も大きい。反対に、冬季には地表面での冷

却効果も大気の加熱効果も低いことがわかる。春季におけるエアロゾルの平均的な冷却効果は冬に比べて

およそ 2 倍になっており、この主な原因は春季の高い光学的厚さによるものである。地面におけるエア

ロゾルの冷却効果だけでなく、大気での吸収も春季には冬季のおよそ 2 倍になっている。

図 1.2.4.-2．千葉、福江島、辺戸岬、宮古島におけるエアロゾル放射強制力の季節変動

A  

B  
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（3）黄砂飛来時に観測された低い単一散乱アルベド（SSA） 

　図 1.2.4.-3. に、2008 － 2011 の春季に福江島で観測されたエアロゾルの SSA500 と ALPHA、及び

SSA500 と Yellow Sand Index（YSI）の関係を示す。YSI は、エアロゾルの全光学的厚さに対する非球

形性エアロゾルの光学的厚さの割合である。この YSI は、福江島に併設されているライダーの偏光解消

度のデータを用いて求めたものである。図 1.2.4.-3. では、いずれの波長においても粗大粒子が増えると

SSA が減る傾向を示しており、時期的に土壌性粒子（黄砂粒子）であることが強く示唆される。こうし

た傾向は、ダストエアロゾルと同時に飛来する黒色炭素（Black Carbon, BC）など吸収性の強いエアロ

ゾルの影響が考えられる。

　極めて強い吸収能を持つ BC は、ごく微量の存在で SSA の低下を引き起こすことができるが、黄砂の

ような粗大粒子の相対的な増加によっても SSA の低下がおこる可能性がある。同じ BC の体積割合（BC 

volume fraction）に関わらず、SSA の変化は BC と組み合わすエアゾルの大きさに強く依存する。同時

に、一定の屈折率と光学的厚さに関わらず、粒径分布の形を変えた（fine モードと coarse モードの割合）

だけでも SSA が変わる。粒径分布が SSA に与える影響の詳細は、Khatri et al. （2014）に記載してあ

る。

　こうした低い SSA では、BC のような吸収性の強いエアロゾルが混合していることは明らかであるが、

どのような分布形態かによってその効果が大きく異なる。これは、単に BC を計測するだけではその放射

効果を正しく評価できないことを示しており、エアロゾル吸収に対して注意が必要である。

図 1.2.4.-3．2008 － 2011 の春に福江島における SSA と ALPHA と

SSA と Yellow Sand Index（YSI）の関係　
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1.2.5.  JEM/SMILES データおよび ACE-FTS データを用いた 2009/2010 年の北極成層圏における塩素

化合物の動態解析（齋藤尚子）

　両極域の春季の大規模なオゾン破壊は、低温で発生する極成層圏雲（PSCs）上でオゾン破壊に不活性

な塩素化合物が活性化することで引き起こされる。本研究では、JEM/SMILES のデータと ClO 以外の塩

素化合物を高精度に観測している衛星搭載センサー ACE-FTS データを組み合わせ、2009/2010 年の冬

季北極成層圏の塩素化合物の動態について解析を行った。

　図 1.2.5. に、SMILES で観測された ClO と観測時の気温との関係を示す。昼データ（太陽天頂角

96°以下）かつ低温域で ClO 濃度が増加するという特徴が見られ、低温下で PSCs が形成され不活性塩素

の活性化が起こったと考えられる。低温域においては太陽天頂角が高いほど ClO 濃度が低いという負相

関が見られ、低温であっても不活性塩素の活性化が進むのに十分な光量がない場合は ClO が低濃度であ

ることがわかった。さらに、観測時の気温が比較的高温であるにもかかわらず ClO 濃度が高いデータに

ついて、観測された空気塊の気温履歴を精査した結果、ClO が高濃度である空気塊については、観測され

る数日前に極成層圏雲の形成に十分な低温を連続的に経験していたことがわかった。

　次に、SMILES および ACE-FTS で観測された塩素化合物データが互いに矛盾がないことを確認した上

で、これらの塩素化合物データを足し合わせた総塩素量を計算し、総塩素量と 1 対 1 の対応関係がある

一酸化二窒素濃度に基づいて計算した総塩素量と比較した。極渦内では観測データに基づく前者の総塩素

量が後者よりも極端に低い値を示し、観測されていない塩素化合物の存在が示唆された。（* なお、本研

究は融合科学研究科情報科学専攻知能情報コースの橘友仁君の修士研究成果の一部である）

1.2.6.  気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ （VL） の形成

　　　（�久世宏明、高村民雄、樋口篤志、齋藤尚子、入江仁士 ［特任准教授］、眞子直弘 ［特任助教］、広

瀬民志 ［特任助教］、岡本浩 ［技術補佐員］）

［概要］

　昨今の異常気象・温暖化現象、雲解像モデルの全球での稼働等の新しい状況下において、現在気候診断

の基幹データとなる人工衛星データの収集・解析および提供は研究コミュニティへの貢献のみならず、社

会への情報還元の観点からも意義がある。こうした背景から、地球気候系の診断を行うため我が国で気

候・環境研究を推進する４研究所・研究センター（東京大学大気海洋研究所［AORI］、事業開始当時は気

図 1.2.5．�温位 475 K における 1 月の SMILES ClO 濃度－ GEOS 5 気温の

散布図、SMILES 観測地点での太陽天頂角で色分けしてある。



― 36 ―

候システム研究センター［CCSR］、名古屋大学地球水循環研究センター［HyARC］、東北大学大気海洋

変動研究センター［CAOS］、および千葉大学環境リモートセンシング研究センター［CEReS］）が協働

して仮想研究室（バーチャルラボラトリ；以下 VL）を形成し、各拠点の特色と研究資産を活かした研究

と教育を 2007 年度より分担・連携して行っている。VL として地球気候系診断に関わる重要な課題に取

り組み、地球温暖化イニシアチブ、水循環イニシアチブ、地球観測統合システム（GEOSS）等の我が国

における重要課題に貢献している。

　この枠組みの中、CEReS は静止気象衛星データの収集・処理および公開、および収集された静止気象

衛星データの高度化、雲解像モデル改善のための衛星データの有効活用、および現象理解のための各種解

析を行っている。CEReS VL の特徴として、VL 機関のみならず、静止気象衛星現業機関（気象庁衛星セ

ンター）、民間企業（ウェザーニュース）との連携を深めているのが特徴である。

［平成 25 年度活動概略］

　CEReS では VL 支援室を設け VL 自身の推進、VL 連携機関との調整の役割を担っている。人事面では

平成 24 年度中盤に VL 特任助教であったカトリプラディープ氏が JST/CREST 特任助教へ異動したこ

とに伴い、平成 25 年度 4 月より、公募により広瀬民志氏が特任助教として着任した（1.2.5.3. を参照）。

また、skynet データ処理システムの保守業務を行うため、平成 26 年 1 月に技術補佐員として岡本浩氏

を雇用した。活動としては、これまでの中核的事業であった静止気象衛星データ収集・公開に加え、新

たな連携形態の模索を始めている。しかし、静止気象衛星データ処理も未だそれなりのウェートを占め

ていることからデータベース委員会（データ支援室）とも連動し、効率の良い運営を行う努力も継続し

ている。さらに、VL 校との連携のため、VL 連絡協議会への参加、VL 講習会（平成 25 年度は名古屋大

学 HyARC による実施）の参加支援等を行った。さらに、 VL 活動のより一層の可視化のため、東京大学

大気海洋研究所附置地球表層圏変動研究センターで展開している web 上での連携図（http://cesd.aori.

u-tokyo.ac.jp/cesd/index_vl.html） に対応するため、衛星データの可視化に注力した。

1.2.6.1.  静止気象衛星データ収集・処理・公開

　　　　（樋口、青木［データ支援室］、山本宗尚［京都大学理学研究科、元 VL 特任助教］）

　VL 開始時から一貫して日本の MTSAT・GMS 衛星、米国の GOES 衛星、欧州の METEOSAT 衛星、

中国の FY2 衛星データに対し、緯度－経度座標系へ変換を施したグリッドデータの ftp 公開を継続して

いる。また、METEOSAT データを除いては、配信データの準リアルタイム受信・グリッド変換・画像

作成・ftp 公開の作業を自動化している。準リアルタイム処理をしていない METEOSAT 衛星群に関し

ては、Meteosat-IDOC （インド洋上）は EUMETSAT ポータルサイトにユーザ登録し、データをインター

ネット経由で取得、グリッドデータ処理をオフラインでルーチン処理としてデータ支援室の青木氏に依頼

している。データ量の大きい MSG（Meteosat Second Generation）シリーズはビジョンテック社を通

じて EUMETSAT にデータ取得依頼を行い、3 ヶ月分を目安として tape （LTO4）でデータ取得を行い、

テープの読み出し、グリッドデータ処理を同じくデータ支援室と協働して実施している。

　平成 25 年度で通常業務以外で行った処理としては、1）GOES-9 （Pacific-GOES）データに関して、

CEReS Product の 10 ㎞グリッドとは別に VL プロダクトに準拠した IR 4 ㎞プロダクトの作成を山本氏

との協力の上実施した。2）1995 年以前のデータに関し、データ収集可能なものに関してはデータ収集

を行い、グリッド変換可能な衛星に関しては暫定的にグリッド変換を行っている。具体的にはデータ収集

は GOES と METEOSAT の一部の衛星であり、グリッド処理はそのうち METEOSAT に関して実施し

た（GOES に関してはデータフォーマットが異なるため、処理プログラムの抜本的な書き換えが必要と

なるため、現在は生データ［gvar データ］のアーカイブに留まっている）。
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1.2.6.2.  静止気象衛星データを用いた降水ポテンシャルマップの作成

　　　　（広瀬、樋口、山本宗尚 ［京都大学理学研究科、元 VL 特任助教］）

　精度の高い全球降水観測データセットは気候学研究・応用分野で重要な役割を担い、特に高頻度降水

観測の需要はより高まることが予想される。衛星搭載マイクロ波放射計は高い精度での降水量推定が可

能であるが、1 時間間隔で全球をカバーできない。衛星全球降水マップ（GSMaP）はマイクロ波観測が

無い場所でも降雨推定を行うため、静止気象衛星の赤外１チャンネル（IR1）輝度温度から雲の移動ベク

トルを計算し、前後の時間でのマイクロ波観測で得られた降雨域の移動先を推定する（GSMaP_MVK、 

GSMaP_NRT）。この手法では短時間に発生・発達する対流性降水を見逃す可能性が指摘されており、静

止気象衛星は IR1 しか用いていない。

　本研究では静止気象衛星のマルチチャンネル観測から、より高精度で降雨域を推定するプロダクト（降

水ポテンシャルマップ；以下 PPM）を作成し、GSMaP に取り込むことで降雨域推定精度の向上を試み

る。具体的には熱帯降雨観測衛星（TRMM）の降雨レーダーとの同時観測から図 1.2.6.2.-1. に示すルッ

クアップテーブル作成することで、MTSAT 静止気象衛星の輝度温度を降雨確率に変換する。この際

MTSAT 静止気象衛星の IR1 と水蒸気チャンネル （WV）を用いた理由は、IR1 と WV の輝度温度差が小

さい場所は降雨を伴う深い対流雲の存在する確率が高いという先行研究（Ohsawa et al., 2001）に基づ

く。加えて IR1 と WV は全ての静止気象衛星が搭載するため全球で同一スキームが適応可能である。

　図 1.2.6.2.-2. に作成した PPM のスナップショットを示す。この PPM を用いて GSMaP の降雨判定を

改良した結果、海上で GSMaP_MVK の過大傾向が、陸域・海岸域で GSMaP_NRT の過小傾向がそれぞ

れ改善した。これらの結果から今後 PPM を GSMaP のアルゴリズムに取り込むことでマイクロ波観測の

無い時空間場での GSMaP 降雨域推定精度向上が期待される。

　解析に用いた静止気象衛星データは文部科学省特別教育研究経費プロジェクト「地球気候系の診断に関

わるバーチャルラボラトリーの形成」の一環として作成され、千葉大学環境リモートセンシング研究セン

ターで公開されているものである

図 1.2.6.2.-1．�MTSAT-1R と TRMM の同時観測

から作成した輝度温度－降雨確率

変換テーブル。横軸が MTSAT-1R

の赤外 1 チャンネルの輝度温度、

縦軸が赤外 1 チャンネルと水蒸気

チャンネルの輝度温度差、シェー

ドが TRMM PR の観測から得られ

た降雨確率を示している。

図 1.2.6.2.-2．�変換テーブルによって MTSAT-1R

の輝度温度を降雨確率に変換した

結果。深い対流システムが存在す

る場所で高い降雨確率が得られて

いる。
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1.2.6.3.  VL における Skynet の現況と活動報告（入江、高村、［プラディープ］、 ［岡本］） 

　本研究における千葉大学の役割は、全球衛星データの収集・提供及び各種の衛星プロダクトの検証であ

る。雲・エアロゾル・放射観測ネットワークである SKYNET（http://atmos.cr.chiba-u.ac.jp/）は、こ

うした検証活動に寄与するとともに、エアロゾル・雲が放射に与える影響評価の見地から気候変動に与え

る大気汚染物質等の因子の特徴把握に利用されている。

　本年度の活動の一環として、７月４、５日に千葉大学西千葉キャンパス人文社会科学研究系総合研究棟

において、International SKYNET workshop 2013 を第 19 回 CEReS 国際シンポジウムも兼ねて開催し

た。９カ国から 50 名以上の参加者が集い、エアロゾル・雲・放射に関する最新の研究の議論の場を提供

した。また、WMO/GAW contributing network としての SKYNET の今後の運営戦略についても議論さ

れた。CEReS は今後も SKYNET の中核機関として役割を継続することとなった。

　SKYNET データを利用した衛星プロダクト検証としては、我が国の地球観測衛星計画である GCOM-C

（エアロゾル、雲）及び EarthCARE（雲）の打ち上げ前検証計画に関わる研究が開始された。また、環

境省推進費による BC（黒色炭素）粒子の気候影響評価につながる航空機観測を援用する形で地上観測サ

イトとしてのデータ利用を進め、東京大学、国立環境研究所などとの連携研究のもと、応用解析を進め

た。加えて、東日本大震災以降の再生可能エネルギーの利用推進の機運の高まりを受けて、衛星利用によ

る太陽エネルギーの効果的な利用法の検討に資する形で、戦略的創造研究推進事業（CREST/JST）にお

ける「再生可能エネルギーの調和的活用に貢献する地球科学型支援システムの構築（代表：東海大学中島

孝教授）」プロジェクトが２年目を迎えた。このプロジェクトにおいて、CEReS は参画グループとして、

衛星観測に基づく日射量推定を SKYNET データで検証する活動を行った。具体的には、高精度の大気

データを継続収集するために SKYNET 観測を継続するとともに、機材維持・管理及びそれに伴う解析シ

ステムの開発を推進した。また、SKYNET と気象庁から提供された日射量データをもとに、衛星推定日

射量との比較を行い、さらなる精度向上のための解析を行った。さらには、天空輝度を簡易・高信頼度で

計測するための機材の開発・改良も行った。

　国外サイトでは、中国・合肥（安徽光学精密機械研究所）及び蘭州（蘭州大学）、タイ・Phimai

（Chulalongkorn Univ.）、モンゴル・ウランバートル（モンゴル科学技術大学など）のスーパーサイトを

中心に重点的に研究協力を行っている。中国では 2007 年以降の外国機関との気象・大気観測に関わる

制限によって、生データの移動が厳しく制限されていることから日本での解析・公開が実質的に困難であ

り、現地研究者による解析を推進し結果の公開を促進する様、器材維持の一部と解析手法の協力を行って

いる状態である。中国の大気汚染は極めて深刻な状況にあり、その影響は日本、韓国等にも波及の可能性

がある。このため、信頼できる大陸域での観測が欠かせず、積極的な研究協力によるデータの蓄積が将来

予測等にも不可欠である。

　本年度はさらに、CEReS の有する衛星等の環境リモートセンシングデータを関連分野の共同研究者等

により一層利用し易いものとすること、また SKYNET のデータ処理の運用管理補助を行うことを目的に

技術補佐員（研究支援推進員）を雇用した。SKYNET データ処理・公開サーバの利便性向上のための作

業に加え、新たな観測サイトの追加処理も行えるよう改良した。

1.2.6.4.  新機連携軸の模索

1.2.6.4.1.  ハイパースペクトルカメラを用いたエアロゾル計測（［眞子］、久世）

　SKYNET の主要な測定装置であるスカイラジオメーターは太陽光放射照度と天空光放射輝度の両方を

測定するものであるが、この装置に改良を加えた後継機として、細かい空間分解能で広い視野を一度に観

測できるイメージングスカイラジオメーターの開発が進められている。イメージングスカイラジオメー

ターはモノクロカメラの前にバンドパスフィルターを置くことで分光を行うが、これと並行して透過型グ
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レーティングにより分光を行うハイパースペクトルカメラ（HS カメラ）を利用したエアロゾル計測の研

究も行っている。この方法は従来の方法と比較して、太陽周辺を精密に測定することによりエアロゾル粒

径分布の測定精度を向上できる、雲除去が正確にできる、水蒸気等の分子カラム量を正確に測定できる、

効率の良い観測ができるといった利点がある。本研究ではエバ・ジャパン製 HS カメラ、NH-2（視野角

16 度× 10 度、画像サイズ 752 × 480 画素、波長範囲 350～1,100 nm、波長画素数 480）を使用す

る。このカメラは内蔵スキャン機構により PC と本体だけでハイパースペクトル画像（HS 画像）を 1 枚

あたり 4 秒で取得できる。水銀等の放電ランプおよび Nd: YAG レーザーを用いて HS カメラの波長校正

を行った結果を Fig. 1.2.6.4.1.-1. に示す。波長 400～1,064 nm の範囲で求まった画素番号を波長に変換

する 5 次近似式の精度（RMSE）は 0.29 nm だった。独立した輝線の幅から波長分解能を見積もった結

果、波長 450 nm で 5 nm、波長 1,064 nm で 8 nm 程度だった。光源に天空光またはハロゲンランプを

用いて輝度校正を行った結果を Fig. 1.2.6.4.1.-2. に示す。波長 450～700 nm の範囲において異なる光源

の結果は良い一致を示した。それより外側では光量等の問題で異なる結果が得られたが、短波長側では天

空光、長波長側ではハロゲンランプの結果を採用した。これらは画像中心付近の平均値であるが、画像全

体の一様性を調べた結果、波長の RMS が 0.4%、輝度の RMS が 1.2% 程度だった。画角校正の結果、X、

Y 方向の画角はそれぞれ 0.022 度 / 画素、0.020 度 / 画素と求まった。また、点像広がり関数の評価か

ら空間分解能は 0.07 度と見積もられた。CEReS 屋上においてテスト観測を行って得られたデータを図

1.2.6.4.1.-2. に示す。観測では散乱角が 1 度くらいまでの天空光を測定できることが確かめられた。取得

されたデータを放射伝達シミュレーションで再現してエアロゾル特性を見積もったところ、吸収性は小さ

く（複素屈折率 1.53-8.8 × 10 －5）、モード半径 0.5μm と 2.6μm の対数正規粒径分布を持つエアロゾ

ルの消散係数混合比（波長 550 nm）が 5.3 : 1 であるという結果が得られた。

Fig. 1.2.6.4.1.-1．�（a） Wavelength calibration result and （b） radiance calibration result 

of HS camera NH-2.

Fig. 1.2.6.4.1.-2．�（a） Skylight intensity distribution around the Sun and （b） its 

separation-angle dependence obtained on May 24, 2013. The 

wavelength is 550 nm.

 

(a) (b) 

 

(a) (b) 
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1.2.6.4.2.  スカイラジオメーターの立体視野角校正（［眞子］、久世、［プラディープ］）

　Skynet のスカイラジオメーターで測定された SSA（Single Scattering Albedo）と Aeronet の測器で

測定された SSA を比較すると有意に値が異なることが分かっており、その原因としてスカイラジオメー

ターの立体視野角（Solid View Angle, SVA）の校正誤差が候補に挙げられている。SVA の校正は太陽周

辺を 0.1 度刻みで観測するディスクスキャンによって行われているが、これとは別に SVA の安定性をモ

ニターする簡便な装置として Fig. 1.2.6.4.2.-1. のような SVA 検定装置を開発した。

　この SVA 検定装置は筒の根本に出し入れ可能な透過型拡散板があり、直達光観測中に透過型拡散板を

光路中に挟むことで全角約 1 度の視野内で一様な光源を作ることができる（疑似的に曇り空を再現する

ことになる）。直達光観測時の測定電流をI、透過型拡散板を挟んだ時の測定電流をN、スカイラジオメー

ターの SVA をΩeff とすると、これらの間には次式の関係がある。

　ここで、k は透過型拡散板の透過率や拡散率等によって決まる比例係数である。したがって、ディスク

スキャン結果との比較等によってk の値を決めれば透過型拡散板を出し入れした時のスカイラジオメー

ターの測定値の比を使って SVA を求めることができる。快晴条件の下でテスト観測を行い、拡散・直達

比N/I （＝kΩeff）の値を求めた結果を Fig. 1.2.6.4.2.-2. に示す。チャンネル 1 ～ 9（波長 315～1,020 

nm）では 1 チャンネル当たり 7 ～ 9 回、チャンネル 10～11（波長 1,627～2,200 nm）では 1 チャン

ネル当たり 5 回の測定データをプロットしているが、チャンネル 1 以外はデータ点が重なっており、安

定した測定ができていることが分かる。比の値に波長依存性があるのは透過型拡散板の透過率や拡散率の

波長依存性に由来していると思われるが、これらは今後の測定によって確認する。

(a) (b) 

Fig. 1.2.6.4.2.-1．�Solid view angle calibration tube （a） and a calibration tube mounted 

on a skyradiometer （b）.

effkI N =

Fig. 1.2.6.4.2.-2．Diffuse/Direct sunlight ratio measured with the SVA calibration tube.
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　SVA 検定装置は SVA の相対的な変動をモニターするものであり、単独では SVA の絶対値が分からな

い。ディスクスキャンによって見積もられた SVA の絶対値を検証するため、筑波宇宙センターにある輝

度の値付けがなされた積分球を用いて視野校正を実施した。概ねディスクスキャンの結果と一致する結果

が得られているが、積分球を用いた視野校正結果に若干の波長依存性が見られており、結果の確認を行っ

ている。

1.2.6.4.3.  微量気体・エアロゾル・雲・放射計測のための航空機プラットフォームの検討

　　　　  （久世宏明、ヨサファット、樋口篤志、本多嘉明、梶原康司、入江仁士、齊藤尚子、眞子直弘）

　航空機観測による大気科学・気候システム研究の推進を目的として、千葉大・東大・名大など主要大学

の拠点が連携して航空機チャーターを中心とする先導的な研究推進体制を構築する計画が進展中である。

本計画は直接 VL 活動とリンクするものではないが、CEReS は航空機プラットフォームを利用して高精

度リモートセンシング研究の展開を図り、航空機なしでは不可能であった衛星データの高精度大気補正を

通じて陸域等におけるリモートセンシングデータの飛躍的な高精度化とその活用を図っていく予定であ

る。

　アジアは世界有数の人口密集地域であり、多くの環境問題が起こるほか、今後の気候変動にともなって

食料生産の持続可能性が問題となる。この地域で高精度のリモートセンシングにより正確な陸域データを

取得・解析する社会的意義は大きい。気象災害、大気汚染や水質汚染監視、農業や森林管理において高分

解能の衛星データは高い潜在力をもつ。その実現には、大気中のエアロゾルや雲粒子による散乱の影響を

正確に評価して取り除き（大気補正）、地表面反射率等の物理量を高精度に導出する手段の確立が不可欠

である。とくに、種類や量的な変動が大きいエアロゾルの散乱効果は、いわば「すりガラス」として衛星

による環境リモートセンシング観測の高精度化を妨げる主要因となっている。千葉大では、地上放射測器

や無人ヘリなどによる地上・低高度からの計測を実施してきたが、広域での衛星データ検証には制約が

あった。計画している事業では、放射計やハイパースペクトルカメラ等を航空機に搭載することによっ

て、植生量等の推定アルゴリズムの飛躍的な精度向上を図る。同時に、円偏波のマイクロ波合成開口レー

ダを世界に先駆けて有人飛行機に搭載し、全天候型の地表面観測技術の実証試験を実現する。

　航空機運用のシナジーにより高精度 RS データの科学的活用（千葉大）、大気科学・気候システム研究

（東大）、および雲・降水システム研究（名大）が大きく進展する。航空機観測は、地球衛星観測の検証に

資する正確な観測データをもたらし、また基礎的プロセスの理解を通じて地球環境変動予測モデルの高精

度化に寄与する。航空機による計画的な海面・陸面観測等の実施は、地震・火山・土木・生態系・災害な

ど、幅広い関連学会と協同する体制へと発展できる。

1.2.6.4.4.  大気中の長光路伝搬を利用した二酸化炭素の平均濃度計測

　　　  　（齊藤隼人、馬渕佑作、岩撫宏明、眞子直弘、久世宏明）

　IPCC 報告書の指摘にもあるように、人間活動に由来する大気中の二酸化炭素濃度の上昇が続いている。

2013 年 5 月には、産業活動等の影響を受けにくいハワイ・マウナロア観測所 （標高 3,397 ｍ）で観測

史上初めて 400 ppm 以上の濃度を記録した。地球温暖化と関連して大気中二酸化炭素濃度計測は世界中

で計測が行われ、各地の地上サンプリング計測のほか、航空機による上空サンプリング、人工衛星による

広域計測、差分吸収ライダー等の新たな広域計測手法の研究が継続的に進行中である。今後、都市域にお

ける排出量や森林域における炭素固定量を推定する目的から広域かつ精密な計測手法の確立が必要となる

ことが予想され、その有力候補として長光路を利用した吸収計測があげられる。長光路差分吸収分光法 

（Differential Optical Absorption Spectroscopy, DOAS 法） は長光路大気中における気体の平均濃度を

計測する手法であり、紫外－可視光領域では大気中の各種汚染物質について広範囲で高い精度の計測を実
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現している。本研究では長光路法を波長 1.5μm の近赤外領域で応用することにより、この手法による大

気中二酸化炭素濃度の計測法の確立を目指している。

　本研究では、1,575 nm 付近の CO2 分子の吸収構造を利用して濃度を導出する。高出力の super-

luminescent diode （SLD, 30 mW） を光源として利用し、研究室で自作した近赤外分光器により吸収の観

測を行った。実験室における 2 ｍセルにより吸収が観測できることを確認後、2013 年 11 月に千葉工業

大学 （CIT） 津田沼キャンパスの 19 Ｆと千葉大学工学系総合研究棟 9 Ｆの CEReS 観測室間で屋外実験を

行った。光路長は 10.2 ㎞に相当する。CIT 側、CEReS 側双方に天体望遠鏡を設置し、それぞれから可

視 （532 nm） のレーザー光を射出して望遠鏡の光軸合わせを行った。その後、CIT 側望遠鏡に LED 光源

からの近赤外光を光ファイバーで導入し、長光路伝搬後の光を CEReS 側望遠鏡で受光して分光器に導い

た。Fig. 1.2.6.4.4. に可視レーザー光を用いた光軸合わせの様子と、観測された吸収線のフィットを示す。

この結果、平均の CO2 濃度値として 385.7 ± 4.2 ppmv が得られた。自作分光器の場合、十分な迷光対

策ができないために測定は夜間に限られる。今後、市販の近赤外分光器を活用することにより、より高精

度の計測を昼夜にわたって実施する計画である。

 

Fig. 1.2.6.4.4．�Concentration measurement of atmospheric CO2 over a long distance of 10.2 

km. The images on the left show the alignment procedure using a visible laser 

beam, while the figure on the right shows the fitting of the observed spectrum 

to a simulated spectrum.




